
クラウド型ファイルサーバサービス 

「時空箱」利用規約 

 

第 1 条（総則） 

本規約は、お客様（以下「甲」といいます）が、株式会社インストラクション（以下「乙」といいます）の提供するクラウド型ファイルサー

バサービス「時空箱」（以下「本サービス」といいます）をご利用する際の条件等について定めるものとします。 

2.乙は本規約に定める条件にて本サービスの提供を行い、本サービスは乙が定める利用申込書により申込み手続きを完了した

法人（以下「甲」という）が利用することができます。 

3.本規約に定める条件と個別契約に定める条件が異なる場合は、個別契約に定める条件を本規約に優先して適用するものとし

ます。 

4.本規約は乙のWeb サイトまたはその他乙が定める方法により公表します。 

5.本規約は甲の承諾なしに乙により追記・修正・削除等変更されることがあります。 

 

第 2 条（本サービスの内容） 

本サービスとは「時空箱基本サービス」と「ディスクサービス」から構成されており、甲は本サービスを利用するために必ず「時空箱

基本サービス」のお申込みが必要となります。 

 

2.本サービスの詳細については別紙サービス概要書に記載するものとし、サービス概要書は甲の承諾なしに乙により追記・修正・

削除等変更されることがあります。 

 

第 3 条（契約） 

利用申込みは、乙所定の利用申込書に必要情報を記入し乙へ提出するものとします。 

2.利用申込書提出時点で、甲が本規約に同意し承諾したものとします。 

3.前項の必要情報を記入した利用申込書（以下「申込情報」といいます）が乙に到達し受理された時点で申込みの完了とみなしま

す。 

4.乙は申込みの内容を確認するにあたり、申込み法人の調査を行うことがあり乙が本サービスの提供に不適切と判断した場合は、

甲は本サービスの利用ができないことがあります。 

 

第 4 条（契約の成立） 

本サービスの契約（以下「本契約」といいます）の成立は以下の各号にあげるすべての事由を満たしていることを要件とします。 

1.申込情報が乙に到達し受理されていること。 

2.乙が甲に対して承諾の通知を発信していること。 

3.本サービス承諾の通知（以下「通知案内」といいます）を乙が郵便または電子メールにて発信した時点で本契約が成立したも

のとします。 

 

第 5 条（契約期間） 

本契約の契約期間は1 年単位とし、本サービスの有効期間は通知案内を乙が発信した日の翌月1 日を起算日として12 ヶ月後

の末日までとします。次年度以降も契約期間は前項と同様とします。 

2.初年度の契約においては、最低契約期間を起算日から 12 ヶ月後までとします。 

3.本条第 1 項に該当する期間内に甲の事情により契約が解除された場合には、甲は契約期間満了日までに相当する本サービ

スの利用料金に消費税相当額を加えた額を乙が定める期日までに一括で支払うものとします。ただし、当該期間に相当する利用

料金に消費税相当額を加えた額を既にお支払済みの場合には、この限りではありません。 

 

第 6 条（甲情報変更時の届出） 

甲は申込情報に変更があった場合には、変更事項を速やかに乙に届け出ることを義務とします。 

2.甲から申込情報の変更に関する届出があった場合は、乙は速やかに甲の申込情報を変更するものとします。以後、乙から甲に

対する連絡や通知等は、変更先に対して通知、送信または送付するものとします。 

3.甲より本条第１項の届出がなく、乙からの通知、送信または送付書類が変更前の連絡先に到達または不到達となったことに起

因して、甲および第三者に対して生じたいかなる損害についても乙は一切の責任を負わないものとします。 

 

第 7 条（契約内容の変更） 

本サービスの契約内容の変更は別紙サービス概要書に記載される内容の変更を行うことができます。 

 

第 8 条（契約内容の変更手続） 

本サービスの追加については、ご契約期間中いつでも行うことができます。追加を行う場合には、甲は乙の指定する追加のため

の申込情報（以下「追加申込情報」といいます）を乙所定の申込書にて届出るものとします。ただし、第 1 条（総則）第3 項に記す

個別契約がある場合は個別契約を優先して適用するものとします。 

2.契約内容の追加は、甲からの追加申込情報が第3 条（契約）および第4 条（契約の成立）と同様の条件を満たした時点で成立

するものとします。 

3.契約内容の追加に伴う契約期間は契約内容の追加が成立した月の翌月 1 日から契約期間の満了日までとし、追加の利用料

金を乙の定める期日までに支払うものとします。 

 



第 9条（契約内容の削除） 

本サービスにおける削除については、第 5 条（契約期間）第 2 項に記す最低契約期間内の削除変更はできないものとします。 

2.最低契約期間を過ぎた時点から本サービスの一部を削除できるものとします。削除を行う場合には、甲は乙の指定する削除の

ための申込情報（以下「削除申込情報」といいます）を乙所定の申込書にて届出るものとします。ただし、第 1 条（総則）に記す個

別契約がある場合は個別契約を優先して適用するものとします。 

3.削除申込情報は削除を希望する月の前月末までに届出るものとし、乙は甲からの削除申込情報に基づき、削除を行うものとし

ます。 

4.契約内容の削除は、甲からの削除申込情報が第3 条（契約）および第4 条（契約の成立）と同様の条件を満たした時点で成立

するものとします。 

5.削除申込については本サービスの全部を削除することはできないものとします。 

 

第 10 条（権利義務譲渡） 

甲は、本規約に定める権利義務を第三者に譲渡もしくは利用させたり、売買、名義変更、質権の設定、その他担保に供するなど

の行為はできないものとします。 

 

第 11 条（本サービスの利用料金と支払） 

乙は、別紙に定める本サービスの利用料金について、契約内容に応じた利用料金に消費税相当額を加えた額を甲にご請求しま

す。 

2.前項の利用料金についての支払いは、甲は本契約の起算日を含む初月の末日までに、乙の指定する銀行口座に振り込むも

のとします。 

3.乙は、甲から本サービスの利用料金その他の債務について支払期日を経過してもなお支払いがない場合には、乙は甲に対し

て、支払期日の翌日から支払完了日の前日までの期間について、年 14.5%の割合で計算して得られた額を遅延利息として請求

することができるものとします。 

4.乙は本条第 1・2・3 項について乙が指定する販売店に業務の委託を行う場合があるものとします。 

 

第 12 条（本サービスの利用方法と管理） 

乙が甲の管理責任者に発行する通知案内に記載する情報をもって、甲の登録ユーザがアクセスし本サービスの利用ができるもの

とします。 

2.乙が甲の管理責任者に対して発行した、登録ユーザのユーザＩＤおよびパスワードについては、甲の責任において適切に管理

するものとします。 

3.乙は、第三者が何らかの手段で甲のユーザＩＤおよびパスワードを入手して、これを不正に使用したために甲または第三者に生

じた損害について、一切の責任を負わないものとします。 

4.乙は本条第 1・2・3 項について乙が指定する販売店に業務の委託を行う場合があるものとします。 

 

第 13 条（本サービス利用のための設備設定及び維持） 

甲は、自己の費用と責任において、乙が定める条件にて甲設備を設定し、甲設備および本サービス利用のための環境を維持す

るものとします。 

2.甲は、本サービスを利用するにあたり自己の費用と責任をもって、電気通信事業者等の電気通信サービスを利用して甲設備を

インターネットに接続するものとします。 

3.甲設備、前項に定めるインターネット接続並びに本サービス利用のための環境に不具合がある場合には、乙は甲に対して本サ

ービスの提供および修復の義務を負わないものとします。 

4.乙は、乙が本サービスに関して保守、運用上または技術上必要であると判断した場合には、甲が本サービスの利用に際して使

用、伝送するデータ等について、監視、分析、調査等必要な行為を行うことができるものとします。 

 

第 14 条（本サービス利用上の禁止事項） 

甲は、乙が提供する本サービスの利用に際して、以下の行為を行わないものとします。 

1.本サービス提供用の設備に過大な負荷を与える等の不正アクセス行為 

2.本規約にもとづき乙から提供されたものを第三者に貸与、譲渡、担保設定、または使用させること 

3.本規約にもとづき乙から提供されたものを複製、改変、編集、頒布等する行為 

4.本規約にもとづき乙から提供されたものを悪用すること、または乙が許諾した以外の目的で使用すること 

5.乙または第三者の著作権、商標権等の知的財産権を侵害し、または侵害する恐れのある行為 

6.乙または第三者を誹謗中傷しまたは信用名誉を毀損する行為、またはプライバシーを侵害する行為 

7.乙または第三者の財産を侵害し、または事業営業活動を妨害する行為 

8.その他法令に違反し、または公序良俗に反する行為 

 

2．甲は、前項各号のいずれかに該当する行為がなされたことを知った場合、または該当する行為がなされる恐れがあると判断し

た場合は、直ちに乙に通知するものとします。 

3．乙は、本サービスの提供に際して、甲の行為が第１項各号のいずれかに該当するものであること、または甲の提供した情報が

第１項各号のいずれかの行為に関する情報であることを知った場合、事前に甲に通知することなく、本サービスの全部または一部

の提供を一時停止し、または第１項各号に該当する行為に関する情報を削除することができるものとします。ただし、乙は甲の行

為または伝送する情報を監視する義務を負うものではありません。 

 

 



第 15 条（本サービス利用にともなう秘密情報取扱） 

甲及び乙は、本契約の履行に関連して知り得た相手側の業務上その他の情報であって、相手から秘密であると明確に指定され

た情報（以下「秘密情報」といいます）については、本契約の有効期間中のみならずその終了後も第三者に開示または漏洩しな

いものとする。但し、次の各号に該当する情報については、この限りではありません。 

1.一般に入手できる情報 

2. 開示の時、被開示者がすでに保有していた情報 

3. 第三者から秘密保持義務を負うことなく適法に入手した情報 

4. 被開示者が独自に開発した情報 

 

2.前項の定めにかかわらず、甲及び乙は秘密情報のうち法令の定めにもとづき、または権限のある官公署からの要求により開示

すべき情報を、当該法令の定めにもとづく開示先または当該官公署に対し開示することができるものとします。この場合、甲およ

び乙は、関連法令に反しない限り、当該開示前に開示する旨を相手側に通知するものとし、開示前に通知を行うことができない場

合は、開示後にすみやかにこれを行うものとします。 

3.甲及び乙は、秘密情報の取り扱いについて、管理に必要な措置を講ずるものとします。 

4.甲及び乙は、相手側より提供を受けた秘密情報は、本サービスの遂行目的の範囲内でのみ使用します。 

5.前各項の規定にかかわらず、乙が必要と認めた場合には、第17 条(本サービスの業務委託)所定の再委託先に対して、再委託

のために必要な範囲で、甲からの事前の承諾を受けることなく、秘密情報を開示することができるものとします。ただしこの場合、

乙は再委託先に対して、本条にもとづき乙が負う秘密保持義務と同等のものを負わせるものとします。 

 

第 16 条（本サービス利用にともなう甲情報取扱） 

乙は、本サービスの利用にあたって甲より提供を受けた営業上その他業務上の情報に含まれる個人情報を本サービス遂行目的

の範囲内のみで使用し、第三者に開示または漏洩しないものとします。 

2.個人情報の取り扱いについては、第 15 条(本サービス利用にともなう秘密情報取扱)第２項および第５項の規定を準用するもの

とします。 

 

第 17 条（本サービスの業務委託） 

乙は、本サービスの提供に関する業務の全部および一部を甲の承諾なしに、第三者に委託できるものとします。その場合には、

乙は責任をもって委託先を管理するものとします。 

2.乙は本サービスの提供にあたり、以下のサービスを利用することで、秘密情報の取り扱いを委託します。 

 ・Amazon Web Services, Inc. 「コンピューティング」、並びに「システムを構成するための他サービス」 

3. 前項のサービスを利用することにより、お客様より取得した秘密情報は以下の国において、保存またはバックアップ等の処理が  

される可能性があります。 

 ・日本（リージョン） 

 

第 18 条（情報等の管理または消去） 

乙は、甲が本サービスを利用して登録した情報に関して、本サービスを提供する設備の故障等により滅失した場合の情報復元を

目的として、これを別に記録して一定期間保管します。ただし、甲の個別の情報復元については、その義務を負うものではありま

せん。そのため乙は甲が甲の責任において個別に必要な情報を記録して保管することを奨めるものとします。 

2.乙は、甲が本サービスを利用することによって生じる通信記録を一定期間保管することがありますが、その義務を負うものではあ

りません。また、乙は当該情報の開示請求を受けるものではありません。 

3.乙は、甲が本サービスを利用して登録した情報に関して、本契約が解除された場合には、本契約の解除日の翌日以降に全て

の情報を消去するものとします。 

4.乙は、本条第３項による登録情報の消去により甲および第三者に生じた損害について一切の責任を負わないものとします。 

 

第 19 条（本サービス提供設備の障害等） 

乙は、本サービス提供設備について障害があることを知ったときは、遅滞なく甲にその旨を通知するものとします。 

2.乙は、本サービス提供設備について障害があることを知ったときは、遅滞なく本サービス提供設備を修理または復旧します。 

3.乙は、本サービス提供設備に接続する乙が借り受けた電気通信回線について障害があることを知ったときは、当該電気通信回

線を提供する電気通信事業者に修理または復旧を指示するものとします。 

4.上記のほか、本サービスに不具合が発生した場合には、甲および乙はそれぞれ遅滞なく相手方に通知し、両者協議のうえ各自

の行うべき対応措置を決定したうえでそれを実施するものとします。 

 

第 20 条（本サービスの中止） 

乙は、以下の各号のいずれかに該当する場合には、本サービスの提供を中止することがあります。 

1.乙が、定期的もしくは緊急にシステム保守を行う場合 

2.乙の本サービス提供用の設備もしくは、乙の利用するＩＳＰ等またはその他電気通信事業者の設備などの保守または工事の

作業上やむを得ない場合 

3.天災、事変、その他緊急非常事態が発生し、もしくは発生する恐れがあり、復旧作業または予防対策上やむを得ない場合 

4.乙が本サービスの運用の全部または一部を中止する事が望ましいと判断した場合 

 

2.乙は、前項において定める本サービスの中止を行う場合には、甲に事前に通知いたします。ただし、緊急を要する場合には甲

への事前通知を省略することがあります。 

3.乙は、本条第１項において定める本サービスの提供の中止により甲に生じた損害について一切の責任を負わないものとします。 



 

第 21 条（本サービスの変更と一部廃止） 

乙は、業務上その必要があると客観的に判断したときは、提供しているソフトウェアの改廃を含め、甲に対して現に提供している本

サービスの内容を変更または一部を廃止することがあります。 

2.乙は、前項において定める本サービスの内容の変更および一部を廃止する場合には、事前にその内容を甲に通知いたします。 

3.乙は、本条第１項において定める本サービスの変更および一部廃止により甲および第三者に生じた損害について一切の責任

を負わないものとします。 

 

第 22 条（本サービスの廃止） 

乙は、業務上その必要があると客観的に判断したときは、提供している設備やソフトウェアの廃止を含め、甲に対して現に提供し

ている本サービスの全部を廃止することがあります。 

2.乙は、前項において定める本サービスの廃止を行う場合には、事前にその内容を甲に通知いたします。 

3.乙は、本条第１項において定める本サービスの廃止により甲および第三者に生じた損害について一切の責任を負わないものと

します。 

 

第 23 条（本サービスの注意事項） 

乙は、乙の推奨環境において機能するよう甲へ本サービスを提供するものとします。なお、本サービス利用の結果、必ずしも甲の

目的に適合した完全、正確、確実または有用な結果を得られない場合もあります。 

 

第 24 条（免責） 

乙は、本サービスの利用に際して甲および第三者に損害が生じた場合、乙または乙の業務委託先において故意または重過失が

ある場合を除き、その責任を負わないものとします。 

2.本サービスの利用に際して、甲が、乙または第三者に対して損害を与えた場合には、甲は自己費用の負担で損害の賠償をす

るものとします。 

3.本サービスの利用に際して、甲と第三者との間で紛争が生じた場合、甲は自己の費用負担と責任において当該紛争を解決す

るものとします。 

4.乙は、本サービスでご利用になる甲所有のソフトウェアで登録した情報の内容に関して甲に生じた損害について一切の責任を

負わないものとします。 

 

第 25 条（甲への本サービスの提供停止） 

乙は、甲について第 30 条（本契約の解約と解除）各号にあげるいずれかの事由がある場合には、甲に対する本サービスの提供

を直ちに停止する場合がございます。 

2.甲は、前項において定めるところにより本サービスの提供が停止された間についても、すでに乙にお支払いになった所定の料

金等の返金を受けることはできないものとします。 

3.乙は、本条第１項において定める本サービスの提供の停止により甲および第三者に生じた損害について一切の責任を負わな

いものとします。 

 

第 26 条（損害賠償責任） 

乙は、本サービスに関連して甲および第三者に損害を与えた場合で、第 24 条（免責）第１項により責任を負う場合においては、

現実に発生した直接の損害の範囲において甲が乙に支払った利用料金を上限として賠償責任を負うものとします。 

 

第 27 条（権利帰属） 

本サービスの提供に際して乙が甲に提供するソフトウェア等のプログラムまたはその他の著作物に関する著作権、工業所有権、

知的財産権、その他一切の財産権は、乙または正当な権利を有する第三者に独占的に帰属し、甲は当該権利者の許諾する範

囲でこれを使用することができるものとし、甲に譲渡または規約その他個別の契約に定める以上に使用許諾するものではありませ

ん。 

 

第 28 条（情報等の通知） 

乙は、本サービスの利用上必要と判断される、本サービスの中止、停止、変更および一部廃止、廃止に関すること、提供するソフ

トウェア製品に関すること、その他の情報等について、本サービスのホームページへの掲載、電子メールの送信、書面の郵送、フ

ァックスの送信の何れかの方法により甲に通知するものとします。ただし、緊急を要するなどの場合には、乙が適切と判断する方

法にて通知を行うものとします。 

2.ホームページへの掲載による通知の場合には、掲載された時をもって通知が完了したものとみなします。 

3.電子メールの送信による通知の場合には、乙に届出た甲のメールアドレス宛に発信した時をもって通知が完了したものとみなし

ます。 

4.書面の郵送による通知の場合には、乙に届出た甲の住所宛に郵送した時をもって通知が完了したものとみなします。 

5.ファックスの送信による通知の場合には、乙に届出た甲のファックス番号宛に発信した時をもって通知が完了したものとみなしま

す。 

6.乙は、本条第１項に定める手段により、乙から甲に対しての通知が到達または不到達となったことに起因して、甲および第三者

に対して生じたいかなる損害についても一切の責任を負わないものとします。 

 

第 29 条（本契約の更新） 

甲から乙に対して、本契約満了の前月末までに乙の指定する方法で本契約解除の通知がなかった場合には、本契約の満了日



の翌日から起算して、本契約更新時点のお申込みの内容と同一の内容・条件にて本契約が継続されるものとし、以後も同様とし

ます。 

 

第 30 条（本契約の解約と解除） 

甲は乙に対し、乙の指定する方法で申し出月の翌月末をもって本契約を解約することができるものとします。ただし、第 5 条（契

約期間）の途中の解約ならびに解除の場合は契約期間満了までの期間分の利用料金を支払うものとします。なお、この場合第11 

条(本サービスの利用料金と支払)1.3.4 項が適用されるものとし、お支払いただいた利用料金については第 25 条(甲への本サー

ビスの提供停止)2 項が適用されるものとします。 

2.甲または乙が、規約の条項および条件に違反した場合、または本契約を継続しがたい重大な事由が生じた場合には、相手方

は書面による通知をもって、相当期間を定めてその是正を催告するものとし、かかる期間内に是正されない場合には本契約を解

除できるものとします。 

3.甲または乙が、以下の各号のいずれかに該当するに至ったときは、相手方は何らの催告を要せずに即時に本契約を解除でき

るものとします。 

1.差押、仮差押、仮処分、租税滞納処分をうけ、または破産、特別清算、民事再生、会社更生の手続き開始の申し立てを受け、

もしくは自ら申し立てをしたとき 

2.自ら振出しもしくは引き受けた手形または小切手につき、不渡処分をうける等支払停止状態に至ったとき 

3.営業の廃止または解散の決議をしたとき 

4.本条第２項に該当する場合で、甲の責に帰すべき事由により本契約が解除されたときは、乙に対する一切の債務を、直ちに

乙に現金にて支払うものとします。 

5.本条第２項または第３項に該当する場合で、乙の責に帰すべき事由により本契約が解除されたときは、甲は、本契約が解除

された日の属する月の１日から契約満了日までの期間について、本サービスの利用料金支払を免除されるものとします。 

 

第 31 条（反社会勢力の排除） 

1．甲および乙は、相手方に対して、次の各号について表明し、保証するものとします。 

１.自己の代表者、役員、または実質的に経営を支配する者（以下、「役員等」といいます）が、暴力団、暴力団員、暴力団準構

成員、暴力団関係企業・団体、総会屋、社会運動・政治活動標榜または特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる反社会的

勢力（以下これらを総称して「反社会的勢力」といいます）ではなく、過去にも反社会的勢力でなかったこと。また今後もそのような

ことはないこと。 

2.自己の事業活動に対して、出資、融資、取引その他の関係を通じて反社会的勢力が支配的な影響力を持っていることなく、

また今後もそのようなことはないこと。 

3.自己の経営に反社会的勢力が直接的、間接的を問わず関与していないこと。また今後もそのようなことはないこと。 

4.自己または第三者の不正の利益を図る目的、または第三者に危害を加える目的をもって、不当に反社会的勢力を利用しな

いこと、および利用していると認められる行為を行わないこと。また今後もそのようなことはないこと。 

5.自己または役員等が、反社会的勢力に対して資金等を提供する、または便宜を供与する等の反社会的勢力の維持運営に

協力する行為や、その活動を助長する行為を一切行わず、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を持たないこと。また今

後もそのようなことはないこと。 

 

2.甲および乙は、相手方が前項に違反し、または虚偽の申告をしたことが判明した場合は、何ら催告なしに直ちに本契約を解除

することができるものとし、あわせてこれにより被った損害の賠償を請求することができるものとします。 

3.前項により本契約を解除した当事者は、相手方に対して、その名目の如何を問わず損害賠償責任を負わないものとします。 

4.本条は、本契約終了後もなお有効に存続するものとします。 

 

第 32 条（本規約の改定） 

乙は、実施する日を定めて利用規約の内容を改定することがあります。その場合には、規約の内容は改定された利用規約の実施

の日から、改定された利用規約の内容に変更されるものとします。また乙は甲に対して改定内容を通知するものとします。なお、

改定内容を通知した後１４日を経過しても甲から本契約を解除する旨の申し出がなかった場合には、乙から改定内容を通知した

日後１４日を経過した日をもって、改定内容を承諾したものとみなします。 

 

第 33 条（疑義） 

規約に定めのない事項、または規約の条項の解釈等についての疑義が生じた場合は、甲と乙の間で双方誠意をもって協議し、こ

れを解決するものとします。 

 

第 34 条（管轄裁判所） 

本規約の準拠法は日本法とし、本規約および本サービスに関する一切の紛争は、東京地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所

とします。 

（発効日） 

本規約は、2016 年 4 月 1 日に発効いたします。 

 

（改定） 

2016 年 9 月 1日 第 17 条（本サービスの業務委託）第 2 項、第 3 項追加 

2018 年 8 月 1日 タイトル名称変更 

2018 年 8 月 1日 第 2 条（本サービスの内容）Type ストレージおよびオプションメニューの削除 

 


